
震源を特定せず策定する地震動（1/3）

73

１）震源を特定しにくい地震の地域性

地震調査委員会（2010）による
陸域の震源断層を予め特定しにくい地震の分類

（一部加筆）

原科研

地震調査委員会（2010）によると、敷
地が位置する領域（右図の赤色着
色範囲）における「陸域の震源断層
を予め特定しにくい地震」の最大マ
グニチュードはM6.8とされている。

敷地から100km程度以内の領域で
過去に発生した震源が特定できない
地震は、M6.0～M6.4程度である。
・1725年日光の地震（M6.0）
・1888年栃木県の地震（M6.0）
・1949年今市地震（M6.2、M6.4）

評価方針は大洗研と同様



上面深度 解放基盤 層厚 Vp Vs 密度

地表▼ (km) 以深(km) (km) (km/s) (km/s) (g/cm3)
解放基盤面▼ 0.000 - 0.360 - - - - -

0.360 0.000 0.287 2.040 0.710 1.86
0.647 0.287 0.327 2.608 1.200 2.11
0.974 0.614 0.009 3.103 1.500 2.24
0.983 0.623 0.014 3.949 2.000 2.42

地震基盤▼ 0.997 0.637 0.013 4.804 2.500 2.57
1.010 0.650 3.790 5.492 2.900 2.66

　地震発生層　 4.800 4.440 12.640 5.960 3.600 2.70
17.440 17.080 14.560 6.810 4.170 2.80
32.000 31.640 ∞ 7.640 4.320 3.20

Qp Qs 備　考

110f0.69110f0.69

微動アレー探
査、H/Vスペク
トル解析結果

速度トモグラ
フィ解析結果

PS検層データ

100 100
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２）震源深さ分布の地域性

・原子力安全基盤機構［JNES］（2004）によると、
福島茨城地域の微小地震分布から求めた
D10%は約6km、D90%は18km程度である。

・コンラッド面の深さ（Zhao et al.(1992)）では約
16km

・地盤のP波速度が6km/s程度で地震が発生す
るとの知見を踏まえ、敷地の深部地盤構造モデ
ルに照らし合わせると、深度4.8～17.5km程度
である。（地震波速度トモグラフィ解析結果）

・地震発生層については、深さ5～18kmに設定
する。

・地震発生層を深さ5km～18kmとし、それに基
づき、断層幅に等しい断層長さを持つ震源断層
を仮定し、傾斜角60°で断層面積に相当する
地震規模を算定するとM6.7となる。

原科研

⇒約14km

原科研

⇒約16km

原子力安全基盤機構(2004)による福島・茨城の地震発生層のﾊﾟﾗﾒｰﾀ（地震域：福島・茨城）

大久保（1984）による
キュリー点深度分布（一部加筆）

Zhao et al.（1992）による
コンラッド面深さ（一部加筆）

敷地の深部地盤構造モデル

（検討内容）

なお、地震発生層を4.8～17.5kmとしても地
震の規模はM6.6となる。
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図 5 加藤・他（2004）による応答スペクトル

M6.8,Xeq=10kmの耐専
スペクトルにほぼ相当

450Gal

敷地周辺における震源を事前に特定できない地震の最大規模は、加藤ほか（2004）が「震源を事
前に特定できない地震による水平動の地震動レベル」を提案する際に基づいた地震規模Ｍ6.8と
同程度と推定されるため、震源を特定せず策定する地震動のスペクトルは加藤ほか（2004）に基
づいて設定する。

加藤ほか（2004）による震源を事前に特
定できない地震による震源近傍の観測
記録の水平動応答スペクトルとその上限
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震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル
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水平成分 鉛直成分

○応答スペクトルに基づく手法による地震動評価と基準地震動Ss-Dの比較

原科研の基準地震動Ss-DH
600cm/s2

原科研の基準地震動Ss-DV
400cm/s2

応答スペクトルによる地震動評価結果
F3～F4断層③断層傾斜角[断層上下端4-16km]

鹿島灘の地震④地震の規模
茨城県南部の地震②アスペリティ位置

震源を特定せず策定する地震動
加藤ほか(2004)

震源を特定せず策定する地震動
加藤ほか(2004)

応答スペクトルによる地震動評価結果
F3～F4断層③断層傾斜角[断層上下端4-16km]

鹿島灘の地震④地震の規模
茨城県南部の地震②アスペリティ位置
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水平成分 鉛直成分

○断層モデルを用いた手法による地震動評価と基準地震動Ss-Dの比較

断層モデルによる地震動評価結果
F3～F4断層④短周期レベル[断層上下端4-16km]

鹿島灘の地震⑤短周期レベル
茨城県南部の地震②アスペリティ位置
（実線：NS方向、破線：EW方向）

震源を特定せず策定する地震動
加藤ほか(2004)

震源を特定せず策定する地震動
加藤ほか(2004)

※半経験的波形合成法の結果とハイブリッド合成法の結果を比較し、大きい方を選択
［F3～F4断層⇒ハイブリッド合成法／鹿島灘の地震、茨城県南部の地震⇒半経験的波形合成法］

断層モデルによる地震動評価結果
F3～F4断層④短周期レベル[断層上下端4-16km]

鹿島灘の地震⑤短周期レベル
茨城県南部の地震②アスペリティ位置
（実線：NS方向、破線：EW方向）

原科研の基準地震動Ss-DH
600cm/s2

原科研の基準地震動Ss-DV
400cm/s2



○SI（応答スペクトルの強さ）比
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基準地震動Ssの時刻歴波形（1/2）

○設計用応答スペクトルに対する模擬地震波の応答スペクトル比
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○振幅包絡線の経時変化

・ Noda et al.(2002)に基づき設定
・ 設定諸元： M7.3、Xeq=60km

（1896年鹿島灘の地震）
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